
子どもに関する政策討論会議 参考資料１ 目次

＜子どもに関する国の動き・法律等＞

・こども家庭庁の創設 ・・・・・・１

・こども基本法 ・・・・・・２

・こども大綱の推進 ・・・・・・３

・子どもの貧困対策の推進に関する法律 ・・・・・・８

・子どもの貧困対策に関する大綱 ・・・・・１０

＜子どもに関する各種データ＞

・子どもの貧困率・子供の貧困に関する指標の推移 ・・・・・１５

・子どもの貧困がもたらす社会的損失 ・・・・・２２

・不登校の状況、高校中退の状況 ・・・・・２３

・自殺の状況 ・・・・・２７

・ヤングケアラーの実態 ・・・・・２８

＜各種実態調査・報告書＞

・家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係・・・３０

・生活困窮世帯の新型コロナ・物価高騰の影響 ・・・・・３４

・子どもの体験格差の実態調査 ・・・・・３８



1

子どもに関する国の動き①（こども家庭庁の創設）

※1
出典は
42ページ
に掲載



2

※２

子どもに関する国の動き②（こども基本法）
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※３

子どもに関する国の動き③（こども大綱の推進）

概要
こども基本法に基づく「こども大綱」は、従来の「少子化社会対策大綱」、
「子供・若者育成支援推進大綱」及び「子供の貧困対策に関する大綱」を
一つに束ね（※）、一元化するとともに、さらに必要なこども施策を盛り込
むことで、これまで以上に総合的かつ一体的にこども施策を進めていきます。
「こども大綱」は、内閣総理大臣を会長とし、全閣僚で構成される「こども
政策推進会議」で案を作成した上で閣議決定することとされており、内閣総
理大臣からの諮問により、「こども家庭審議会」において、こどもや若者、
子育て当事者、学識経験者、地域においてこどもに関する支援を行う民間団
体等の関係者の意見を聴き、反映させながら、検討を行っています。
（※）既存3大綱については、関連資料をご参照ください。

こども大綱の推進
こども基本法において、政府は、こども政策を総合的に推進するため、政府
全体のこども施策の基本的な方針等を定める「こども大綱」を策定すること
とされています。こども家庭庁のリーダーシップの下、「こども大綱」に
基づき、政府全体のこども施策を推進していくこととなります。
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※４

子どもに関する国の動き③（こども大綱の推進）
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※５

既存３大綱：少子化社会対策大綱
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※５

既存３大綱：子供・若者育成支援推進大綱



既存３大綱：子供の貧困対策に関する大綱

※５
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子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成25年策定）

※６
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子どもの貧困対策の推進に関する法律（令和元年改正）

※７



10

子どもの貧困対策に関する大綱

※８



11

※８
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※８
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※８



子どもの貧困率の推移

15

※９
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※９



子供の貧困に関する指標の推移
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※10
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子供の貧困に関する指標の推移

※10
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子供の貧困に関する指標の推移

※10
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子供の貧困に関する指標の推移

※10
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子供の貧困に関する指標の推移

※10



子どもの貧困がもたらす社会的損失

22

①現状を放置した場合と

②子どもの教育格差を改善する対策を行った場合を比較

わずか1学年あたりでも経済損失 約２．９兆円

政府の財政負担 １．１兆円増加

①

②

・大卒者の増加や就業形態の
改善により生涯所得が増加
・所得増に伴い税・社会保障
費用の支払いが増加

※11
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※12
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ヤングケアラーの実態①

ヤングケアラーの実態に関する調査研究

（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）

（１）要保護児童対策地域協議会へのアンケート調査

・「ヤングケアラー」という概念を認識しているのは、約 93％
・要保護児童対策地域協議会が、「ヤングケアラー」と思われる子どもの実態を把握しているのは30.6％

（２）学校におけるヤングケアラーへの対応に関するアンケート調査、学校ヒアリング

・「ヤングケアラー」の概念を知っている学校は、中学校で 58.1％、全日制高校で62.6％
・ヤングケアラーと思われる子どもがいる学校は、中学校で 46.4％、全日制高校で49.8％
また、定時制高校では 70.4％、通信制高校では 60.0％

（３）中高生の生活実態に関するアンケート調査

・家族の世話をしているのは、中学２年生は 5.7％、全日制の高校２年生は 4.1％
・自身がヤングケアラーに「あてはまる」と回答した場合、「あてはまらない」と回答した場合よりも、学校の
欠席、遅刻や早退をする傾向にあり、平日１日あたりに世話に費やす時間は平均 5.7 時間

令和 2 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業

※13
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（株式会社 日本総合研究所）

(1)小学校におけるヤングケアラー対応に関するアンケート調査およびインタビュー調査

・「ヤングケアラー」の概念を知っている学校は約９割
・ヤングケアラーと思われる子どもがいる学校は34.1％

（2）小学生の生活についてのアンケート調査

・「家族の世話をしている」と回答した小学生は6.5％
世話を必要としている家族は「きょうだい」が最も多く71.0％、次いで「母親」が19.8％

（3）大学生の生活実態に関するアンケート調査

・家族の世話をするひとが、「現在いる」が6.2％、「現在はいないが、過去にいた」が4.0％。
ヤングケアラーに「現在あてはまる」と回答した人は、2.9％。
・世話を始めた時期が大学入学以前の方のうち50％超が、世話をしていることで大学進学の際に
何かしらの苦労があった・影響があったと回答

（4）一般国民調査

・ヤングケアラーの認知度は、「聞いたことがあり、内容も知っている」が29.8％、
「聞いたことはあるが、よく知らない」が22.3％、「聞いたことはない」が48.0％。

令和 3 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業

ヤングケアラーの実態②

ヤングケアラーの実態に関する調査研究

※14 
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家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係①

※15
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家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係②

※15
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家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係③

※15



33

家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係④

※15
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生活困窮世帯の新型コロナ・物価高騰の影響①

✓生活困窮世帯の4割以上（42.8%）が、新型コロナ発生前よりも、2022年の年間世帯所得が減少した

✓ 「（新型コロナ発生前よりも）世帯所得が減少した」と回答した生活困窮世帯のうち、約3人に1人は

世帯所得が5割以上減少したと回答した（5～7割減少：19.7%、8割以上減少：10.5%）

※16
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生活困窮世帯の新型コロナ・物価高騰の影響②

✓物価高騰により、すでに5割以上の家庭で子どもの学習や教育に関する支出が減少しており、今後

減少する可能性も含めると約9割にのぼる（既に減らした：54.5%、今後減らす可能性がある：32.2%）

※16
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生活困窮世帯の新型コロナ・物価高騰の影響③

✓子どもの学習・教育に関する支出のうち、「学校外学習費」の支出を減らした（今後減らす可能性含む）

家庭が8割に上るほか、「家庭学習教材費」と「学校外の体験活動費」についても、約4～6割の家庭で

支出が抑えられる傾向が見られた

※16
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生活困窮世帯の新型コロナ・物価高騰の影響④

✓コロナ禍や物価高騰の影響により、4割以上の家庭で学校外教育を利用する機会の減少、

3割以上の家庭で子どもの学力や学習意欲の低下などの困りごとが見られた

また、1割以上の家庭で、不登校または学校に行きたがらないという困りごとが見られた

※16
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子どもの体験格差の実態調査①（体験活動への参加状況）

✓ 世帯年収300万円未満の家庭の子どもの約3人に1人が、1年を通じて学校外の体験活動を

何もしていない（スポーツや文化芸術活動、自然体験、社会体験、文化的体験）。

✓ 世帯年収300万円未満の家庭の子どもにおける学校外の体験がない割合は、世帯年収600万円以上

の世帯と比較して2.6倍高い。

※17
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子どもの体験格差の実態調査②（体験活動をあきらめた理由）

✓世帯年収300万円未満の家庭が、子どもに体験をさせてあげられなかった理由は、経済的

理由の他にも、「保護者の時間的な余裕がない」（51.5%）、「近くに参加できる活動がない」

（26.6％）、「保護者に精神的・体力的な余裕がない」（20.7％）等、多様な背景がある。

※17
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子どもの体験格差の実態調査③（物価高騰による影響）

✓ 世帯年収300万円未満の家庭の約2人に1人（50.6%）が、物価高騰の影響で子どもの学校外の

体験機会が減少した又は今後減少する可能性がある。

✓ 世帯年収300万円未満の家庭のうち、物価高騰の影響で子どもの体験機会が減少したと回答した

割合は、世帯年収600万円以上の家庭の2.2倍であった。

※17



41

子どもの体験格差の実態調査④（貧困の世代間連鎖）

✓現在の世帯年収が低い家庭の保護者ほど、自身が小学生の頃に学校外の体験活動を何も

していなかった割合が高い（13.7ポイントの差）。

※17
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■出典■
※１．こども家庭庁設置に向けた主な取組状況(内閣官房こども家庭庁設立準備室）

https://www.soumu.go.jp/main_content/000840311.pdf

※２．こども基本法 関連資料 概要 （こども家庭庁）
https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-kihon/

※３.こども大綱の推進（こども家庭庁）
https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-taikou/

※４.こども政策の推進に係る有識者会議 第2次報告書（概要）
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/f3e5eca9-
5081-4bc9-8d64-e7a61d8903d0/a81a1db6/20230401_policies_kodomotaikou_10.pdf

※５.こども政策推進会議（第1回）令和5年4月18日 参考資料4
https://www.cfa.go.jp/councils/suishinkaigi/2RUcgMwP/

※６.子どもの貧困対策の推進に関する法律 概要（内閣府）
https://www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/kentoukai/k_1/pdf/s1.pdf

※７. 第13回 子供の貧困対策に関する有識者会議（令和元年6月25日） 資料２
https://www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/yuushikisya/k_13/pdf/s2.pdf

※８.子供の貧困対策に関する大綱 概要（こども家庭局）
https://www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/pdf/r01-taikou_gaiyou.pdf
(全文）https://www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/pdf/r01-taikou.pdf

※９.厚生労働省国民生活基礎調査2022 Ⅱ各種世帯の所得等の状況 ６貧困率の状況
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa22/index.html
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■出典■
※１０.令和3年度子供の貧困の状況及び子供の貧困対策の実施の状況（内閣府）

https://www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/taikou/index.html

※１１.「子どもの貧困の社会的損失推計」2015年12月(日本財団）
https://www.nippon-foundation.or.jp/app/uploads/2019/01/wha_pro_end_03.pdf

※１２.令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概要
(文部科学省）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1302902.htm

※１３.ヤングケアラーの実態に関する調査研究報告書（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）
https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2021/04/koukai_210412_7.pdf

※１４.ヤングケアラーの実態調査報告書（日本総研）
https://www.jri.co.jp/page.jsp?id=102439

※１５.家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係分析速報版（日本財団）
https://www.nippon-foundation.or.jp/app/uploads/2019/01/wha_pro_end_06.pdf
（全文）https://www.nippon-foundation.or.jp/app/uploads/2019/01/wha_pro_end_06.pdf

※１６.生活困窮世帯の子ども及び家庭に対する新型コロナ・物価高騰の影響調査報告書（2023年4月）
公益社団法人チャンス・フォー・チルドレン
https://cfc.or.jp/wp-content/uploads/2023/04/230418report.pdf

※１７子どもの「体験格差」実態調査最終報告書ダイジェスト版2023年7月
（公益社団法人チャンス・フォー・チルドレン）
https://cfc.or.jp/wp-content/uploads/2023/07/taikenreport_digest.pdf
（全文）https://cfc.or.jp/wp-content/uploads/2023/07/cfc_taiken_report2307.pdf


